
項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田　英明

成果指標の目標値を毎年達成して
おり、被保険者の薬剤料の負担軽
減、国民健康保険からの薬剤料の
支出抑制に繋がっていると考えて
いる。

一定の受診率は保っているもの
の、目標には及ばなかった。
本事業については、生活習慣病予
防の観点から健康長寿社会の実現
と医療費適正化を図るため国の指
針により目標実施率60％と定めら
れており、今後も目標値達成のた
めの啓発活動、勧奨事業を実施し
ていく。

目標の達成はできなかった。平成
29年度より国保連合会の新システ
ムが導入されるため、導入を機会
に事務の流れ、運用を再考し、改
善に努めていきたい。

目標にはわずかに及ばなかったも
のの、一定の受診率は保ってい
る。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度に改善した点

無 無

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク

重要

特定健康診査等実
施事業

期間

Ｈ20年度～

Ｈ11年度～

実施計画ランク

重要

総合健康診断（人
間ドック）補助事業

期間

S61年度～

国民
健康
保険
課

期間

H25年度～

実施計画ランク

重要

レセプト点検体制
充実・強化事業

期間

国民
健康
保険
課

国民
健康
保険
課

国民
健康
保険
課

実施計画ランク

優先

ジェネリック医薬品
利用促進事業

0.00 人 60%

H28その他職員
従事割合

58% 38.3%

2.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

20,151 千円 臨時職員

39.4%

14,722千円 臨時職員 0.90 人 ①22,203人（見込み）

②5.8%（見込み）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 生活習慣病等ですでに通院している方へ
は、通院時に医師から特定健診の受診を
促していただいているが、さらなる協力を
お願いしたい。また普及啓発活動について
も、今まで以上に創意工夫し、力を注いで
いく。

H28正規職員
人件費

H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

内臓脂肪型肥満に着目し、その要因となっている生
活習慣を改善するための保健指導を行い、糖尿病等
の有病者・予備群を減少させることを目的とする。

1.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 56%

H28年度に改善した点

無 無

225,472 ①特定健診実施者数

②特定保健指導実施率 特定健康診査実施率 特定健診実施者数/特定健診対象者数
二回目の勧奨ハガキをフルカラーから二
色刷りに変更し、コストを抑えた。電話勧
奨の時期を早め、受診期限まで余裕を持
てるようにした。

生活習慣病等ですでに医療機関に通院してい
ることで、特定健診の必要性を感じていない方
が多いことが、受診率が伸びない原因であると
思われる。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 304,013

B

根拠法令 H28予算現額

高齢者の医療の確保に関する法律 349,937

臨時職員 0.00 人 5%

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名

240,897

事業の目的及び具体的な内容

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

4.5% 4.4%

0.49 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

4,202 千円

国民健康保険被保険者が市民医療センターで受診す
る総合健康診断（人間ドック）の検診料に対し、日帰り
コースは１６，５００円、生活習慣病コースは１５，０００
円を補助する。
検診料の一部を補助することで、受診を促し、疾病の
早期発見、生活習慣病予防により健康保持・増進を
図る。

1.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 4% 4%

11,258千円 臨時職員 0.90 人 ①40,871千円

②7,095千円

③2,950人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

国民健康保険法、所沢市国民健康保険被保険者の
総合健康診断に関する要綱

53,625 47,966

50,961 ①補助額合計（人間ドックコー
ス）

②補助額合計（生活習慣病健診
コース）

③受診者数

受診率 受診者数／被保険者数（35歳以上）

細かい健康診査を希望される方には、積
極的に人間ドックの受診を案内した。国保
の窓口にて人間ドックのポスターの掲示や
案内チラシの設置の継続に加え、各種イ
ベントにて積極的に案内チラシを配布し
た。

詳細な健康診査となるため自己負担額が高額
であること、助成対象となる医療機関が市民医
療センターに限られることが原因と考えられる。

H28年度目標 H28実績

限られた財源を有効に活用しながら、特定
健康診査等事業と一体となって受診者数
を増やしていくことが課題である。

A

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 50,961

0.00 人 H29年度目標

4,716 千円 臨時職員 8.00 人 35,000

①5,617件 H28実績
国保連合会一次審査の強化等により従来
の方法で実績をあげることは難しい。他市
との意見交換や研修等を通じてレセプト点
検員同士で情報を共有していき、新システ
ム導入後の業務改善を図りたい。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

35,000 22,460

0.55 人
非常勤
特別職

C
H28目標値が未達成の理由・分析

1　埼玉県国民健康保険団体連合会で審査されたレ
セプトを受領し、電算処理する。
2　国保資格確認の後、レセプト点検員により内容点
検を行う。
3　内容について疑義がある場合は、埼玉県国民健康
保険団体連合会へ再審査の依頼をする。

0.55 人
非常勤
特別職

0.00 人 35,000 23,138

4,763千円 臨時職員 8.00 人

13,083

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績
無 無

12,549 ①再審査査定、返戻件数

レセプトの返戻、査定に伴う金額 再審査申出結果額（＝査定となったレセプト） さいたま市へ視察に行き、レセプト点検業
務の意見交換を行った。

埼玉県国保連合会の一次審査が強化されたこ
とにより、保険者による二次審査の段階で再審
査の対象となるレセプトが減ってきていること、
再審査申出をかけても、査定とならず原審のま
ま戻ってきてしまうレセプトが多数存在している
ことなどが挙げられる。

H28年度目標

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 14,701

H28年度に改善した点

70%

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名

根拠法令 H28予算現額

国民健康保険法 14,733

65% 65.8%

1.20 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

10,290 千円 臨時職員 0.00 人

3,031千円 臨時職員 0.00 人 ①65.8％

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

平成30年3月診療分のジェネリック医薬品
の利用率の目標値である70％を達成すべ
く、さらなる使用促進を目指していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

平成30年3月診療分のジェネリック医薬品の利用率の
目標値を数量ベースで70％と定め、ジェネリック医薬
品の利用促進シールの配布等により被保険者への周
知・啓発活動をすすめるとともに、医師会、歯科医師
会、薬剤師会等、医療関係者に対しても協力・連携を
図り、利用率の目標達成を目指す。

0.35 人
非常勤
特別職

0.00 人 60% 61.0%

各世帯へ配布するジェネリックシールのコ
ストの見直しを図った。

目標達成済

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

特になし 3,703 1,051

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

法定受託＋附加 3,998

S

H28年度に改善した点

無 無

2,774 ①ジェネリック医薬品利用率

ジェネリック医薬品利用率 ジェネリック医薬品利用率

評価
理由

現状の課題

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務

投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

第３章　健康・福祉  第５節　社会保障

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費



評価
理由

現状の課題投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

国民健康保険課長　森田英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

　国民健康保険課長　森田　英明

項目名

■ □ □

実績

評価者

　国民健康保険課長　森田　英明

目標値に達していないが、毎年、受
診率は増加している。
受診率向上のため、今後有効な啓
発活動、勧奨事業を検討していき
たい。

目標値に達していないが、毎年、受
診率は増加している。
受診率向上のため、今後有効な啓
発活動、勧奨事業を検討していき
たい。

前年度に比べて受診率は増加して
いるものの、目標の30%には到達し
なかった。周知・広報手段を改善
し、一定の成果が出ている点は評
価できるが、健診の重要性につい
ての意識づけを強化することが求
められた。事務内容を含め、さらな
る健診の普及啓発活動を実施して
いくことが求められる。

受診勧奨対象者の受診率は目標
値には及ばず、通知内容や方法、
効果的な広報や生活習慣病に係る
病識の啓発のさらなる工夫が求め
られた。
所沢市医師会の協力により、協力
医療機関へは、本事業についての
周知が進んでいるため、次年度に
おいてはより効果的な連携、協力
体制のもと事業が実施できることが
見込まれる。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

実施計画ランク

重要

総合健康診断（人
間ドック）補助事業

期間

Ｈ20年度～

H26年度～

実施計画ランク

重要

健康診査実施事業

期間

Ｈ20年度～

優先

健康診査等実施事
業

期間

H23年度～

実施計画ランク

最優先

実施計画ランク

国民
健康
保険
課

国民
健康
保険
課

国民
健康
保険
課

生活習慣病重症化
予防対策事業

期間

国民
健康
保険
課

H29年度目標

3,430 千円 臨時職員 0.00 人 2.2%

H28実績

国民健康保険の総合健康診断（人間ドッ
ク）検診料助成事業と連携した受診勧奨、
ＰＲ等を行い、受診率の向上を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

2.0% 1.5%

0.40 人
非常勤
特別職

B

0.00 人

後期高齢者医療の被保険者が市民医療センターで受
診する総合健康診断（人間ドック）の検診料に対し、日
帰りコースは１６，５００円、生活習慣病コースは１５，
０００円を補助する。
検診料の一部を補助することで、受診を促し、疾病の
早期発見、生活習慣病予防により健康保持・増進を
図る。

1.30 人
非常勤
特別職

0.00 人 1.8% 1.4%

11,258千円 臨時職員 0.00 人 ①586人

②39808人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市後期高齢者医療被保険者総合健康診断検診
料補助交付要綱

10,380 9,554

H28年度に改善した点

無 無

8,613 ①受診者数

②対象被保険者数 受診率 受診者数/対象被保険者数×１００（％） 被保険者から健康相談を受けた場合、詳
細な検査が受けられる人間ドックの受診を
呼びかけた。

総合健康診断（人間ドック）は、詳細な健康診査
となるため自己負担額が高額であること、助成
対象となる医療機関が市民医療センターに限ら
れること等が受診率が伸びない要因と考える。

H28年度目標

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,613

0.00 人 H29年度目標

9,175 千円 臨時職員 0.00 人 40.0%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

今後も、目標値達成のために国民健康保
険の特定健康診査等実施事業と連携した
啓発活動、勧奨事業を実施し、受診率の
向上を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

38.0% 34.0%

1.07 人
非常勤
特別職

埼玉県後期高齢者医療広域連合が実施すべき健康
診査について市が業務を受託している。
後期高齢者医療の被保険者に対し、市から健康診査
受診券を送付し、受診希望者は市から委託を受けた
医療機関において基本的な健康診査を受診する。
被保険者の健康保持増進を図るとともに、医療費の
適正化を図る。

1.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 36.0% 33.4%

14,722千円 臨時職員 0.00 人 ①13,298人

②39,169人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

埼玉県後期高齢者医療広域連合後期高齢者医療に
関する条例

126,226 116,303

B

H28年度に改善した点

無 無

107,339 ①受診者数

②対象被保険者数 受診率 受診者数/対象被保険者数×１００（％） 受診券の発送を従来より１ヶ月早い５月に
することで受診期間の拡大を図った。

すでに医療機関に通院していることで、健康診
査の必要性を感じていない被保険者が多いこと
が受診率が伸びない要因と考える。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 108,754

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

20% 11.70%

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

9,433 千円

臨時職員 0.00 人 ①11.7%

②81.3%

③19.7%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 対象者の選定方法や医師会との連携につ
いては、保険者に裁量が委ねれている部
分もあるため、一人でも多くの方に参加し
てもらえるよう、関係機関との連携を深め、
事業案内・広報の方法等について工夫を
重ね、より実効的な事業を展開していく。臨時職員 0.00 人 22%

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

県の指定を受けたモデル事業であり、国保連合会と
の共同事業として実施。各保険者が事業費用を分担
金として負担。具体的には、レセプトと健診データを活
用し、糖尿病が重症化するリスクの高い未受診者・受
診中断者を医療に結びつける受診勧奨と、糖尿病性
腎症で通院する被保険者のうち、重症化するリスクの
高い者に対して保健指導を行い、人工透析への移行
を防ぐ。

1.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

12,124千円

H28年度に改善した点

無 無

15,319 ①受診勧奨対象者の受診率

②保健指導対象者の修了率

③継続支援対象者の参加率

受診勧奨対象者の受診率

医療費の高額になる腎不全への対策として、腎
機能が低下しており、かつ医療機関に受診して
いない人を医療に適切に結びつけることが重要
であるため、過去の実績等を考慮し、医療機関
の受診率を指標とするものである。

所沢市医師会の協力のもと、協力医療機
関の医師からの積極的な事業周知・声掛
けを実施した。

未受診理由としては、症状が出ていないことに
よる必要性の認識の欠如や忙しさなどが挙げら
れており、早期の取り組みの重要性が理解され
ていないと考えられる。また、通知を十分にご覧
いただけていない可能性もある。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,777

C

根拠法令 H28予算現額

19,570

20%

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名

18,576

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

30% 9.90%

0.59 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

5,059 千円 臨時職員 0.90 人

2,425千円 臨時職員 0.90 人 ①817人（人間ドック受診者含
む）

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績 健診への関心度が低いと思われる30代に
対して、健診の重要性を伝える啓発活動
をより充実させるとともに、受診勧奨の方
法（媒体の形状、記載内容、案内時期等）
を再検討し、受診行動を促せるよう一層の
工夫を図る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

健診を受ける機会から遠ざかりがちな30歳代の被保
険者の病気の予防・早期発見・メタボリックシンドロー
ム予備群を減少させることを目的とし、健康診査並び
に健診結果の数値が一定以上の方への保健指導を
行なう。

0.28 人
非常勤
特別職

0.00 人 30% 3.90%

H28年度に改善した点

無 無

3,189 ①健診受診者数

健診受診率

健康保持に留意した生活を若いうちから根付か
せるために、過去の受診実態や特定健康診査
受診率を考慮して設定するものである。
※29年度の目標設定は、第1期所沢市国民健
康保険保健事業実施計画 （データヘルス計画）
に基づく

健診の案内を、封書からハガキへ変更す
るなど、周知・案内方法を改善した。

30代は健診への関心が低く、年1回の受診の必
要性を感じていないことが要因と考えられる。ま
た、被保険者が当該健診の実施を把握していな
いことも考えられ、健診受診の重要性や実施内
容の周知が十分ではなかったことが未達成の原
因と考える。

H28決算額（見込み）

目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 12,118

C

根拠法令 H28予算現額

国民健康保険法、所沢市国民健康保険健康診査等
事業実施要綱

7,315

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名

7,315

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費



評価
理由

現状の課題投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

□ ■ □

実績

評価者

市民課長　浅野浩一

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

今後も、市民の自発的な国民年金
への加入、保険料納付を促進する
ため、より広く制度を周知する啓発
事業は重要である。冊子配布等に
とどまらず、計画的な事業展開も考
える必要がある。

平成12年度～

期間

平成11年～

実施計画ランク

重要

介護保険訪問調査
事業

期間

介護保険通知書等
封入封緘等業務委
託事業

期間

平成28年度～

実施計画ランク

重要

介護認定審査会事
業

重要

国民年金啓発事業

期間

昭和61年度～

実施計画ランク

優先

実施計画ランク

介護
保険
課

介護
保険
課

介護
保険
課

市民
課

H29年度目標

26,583 千円 臨時職員 18.40 人 57%

H28年度目標 H28実績
更新申請の対象者全員に更新の案内通
知を送付していたが、サービス利用のない
被保険者の申請は申請件数の増加に繋
がっていると考え、6月より直近1年以内に
サービス利用をしている方に限り案内を行
うよう見直した。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

55% 53%

3.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

介護サービスを必要とする被保険者の要介護認定に
係る審査資料となる、状態把握のための訪問による
調査業務。新規申請と認定区分変更申請の認定調査
は、市職員が実施し、更新申請の一部を除いた認定
調査は指定居宅介護支援事業者等の厚生労働省令
で定めるものに委託して行っている。
調査の内容は、要介護（要支援）認定申請者の心身
の状況を調べるため、市職員や委託した認定調査員
が、本人の居宅、入所施設等を訪問し、国から示され
た判断基準を基に、本人と家族などへの聞き取り調
査を実施するものである。

1.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 52% 51%

16,454千円 臨時職員 17.50 人
①14,445件

②6,451件

③7,449件

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

介護保険法 146,539千円 136,130千円

A

H28年度に改善した点

無 無

97,890千円 ①要介護認定（要支援）申請件
数

②認定調査実施数（市）

③認定調査実施数（委託）

調査全件数に占める民間委託件数の割
合
｛（民間委託による調査実施数）÷（全調
査実施数）｝

急速に進む高齢化に伴い、要介護要支援認定
申請件数が増加し、このことにより調査件数も
増加しているため、認定調査の委託化を進める
必要があると考える。

介護保険サービスの必要性等を見極め、
円滑な認定事務が行えることを目的とした
確認表を作成した。

要介護要支援認定申請件数の増加により、委
託数及び委託件数を増加したものの目標値に
達成しなかった。

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 105,881千円

0.00 人 H29年度目標

32,585 千円 臨時職員 3.30 人 30日

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
更新申請の対象者全員に更新の案内通
知を送付していたが、サービス利用のない
被保険者の申請は申請件数の増加に繋
がっていると考え、6月より直近1年以内に
サービス利用をしている方に限り案内を行
うよう見直した。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

30日 52日

3.80 人
非常勤
特別職

介護サービスを必要とする被保険者の要介護（要支
援）認定等の審査判定を行う。毎週火・木曜日に開催
し、委員（5名×18合議体=90名）は、月２回審査会に
出席する。市は審査判定が可能な者から逐次審査会
資料を作成し、１週間前までに審査会委員に届くよう
に郵送する。（対象者が特定されないよう、委員の資
料には氏名、生年月日、主治医名等を削除する。）各
委員の意見に基づき、審査を行い、二次判定を実施
する。市は審査判定の結果を受け、要介護（要支援）
認定を行い、結果通知及び被保険者証を審査会開催
日翌日に対象者に送付する。

4.60 人
非常勤
特別職

0.00 人 30日 47日

39,836千円 臨時職員 2.00 人
①14,445件

②23日

③401回

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市介護保険条例、所沢市介護保険条例施行規
則、介護保険法

118,297千円 107,504千円

C

H28年度に改善した点

無 無

107,380千円 ①要介護認定（要支援）申請件
数
②要介護（要支援）認定申請か
ら意見書入手までの日数
③介護認定審査会開催数

申請日から認定日までの日数
申請日から３０日以内に結果を送付することと
なっているので、認定日までに要した平均日数
を目標値に近づけていく。

介護保険サービスの必要性等を見極め、
円滑な認定事務が行えることを目的とした
確認表を作成するとともに、認定審査会に
ついては定期的なものに加え臨時審査会
を開催した。

高齢化による申請件数の増加に伴う認定件数
の増加により要介護認定は遅延しており、目標
値への達成が難しい。

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 115,897千円

0.00 人 H29年度目標

858 千円 臨時職員 0.00 人 13,000件

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

市民税課税決定から出来るだけ速やかに
正確な割合判定を行い、遅滞なく結果通
知を送付する

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

12,500件 12,797件

0.10 人
非常勤
特別職

介護保険負担割合証を送付するための出力・封入封
緘業務の委託。
短時間での円滑な事務処理等事務の効率化を目指
す。

0.00 人
非常勤
特別職

0.00 人 - -

0千円 臨時職員 0.00 人 ①12,500件

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市介護保険条例・介護保険法 735千円 681千円

A

H28年度に改善した点

無 無

0千円 ①発送件数

発送件数
介護認定者数の増加に伴い、増加するものと考
える。 新規事業のためなし

目標達成済

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0千円

0.00 人 H29年度目標

6,431 千円 臨時職員 0.00 人 5000

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

年金制度は毎年のように大小の改正があ
ることから、引き続き年金事務所と協力・
連携し啓発活動に努める。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

4000 5000

0.75 人
非常勤
特別職

目的　国民年金制度を被保険者へ周知

内容
１．啓発物を窓口やまちづくりセンターに
　　配架し希望者に配布
２．ネットで障害年金情報を配信
３．年金セミナーや個別相談会の開催

0.70 人
非常勤
特別職

0.00 人 4000 4000

6,062千円 臨時職員 0.10 人 ①  5,000 部

② 通年

③ 0 回

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

国民年金法 1,044 999

A

H28年度に改善した点

無 無

977 ① 啓発物

② ネット配信

③ セミナー開催

啓発物配布部数

年金セミナーは参加者減少のため中止した一
方、啓発物（冊子）の配布状況は好調だった。複
雑な制度を周知するために今後も継続を検討し
ており、指標とした。今後は国民年金について
の広報掲載・市ホームページの充実も図る。

28年度予算計上後のH27年11月に実施を
計画していたH27年度年金セミナーは、申
込者の直前キャンセル等があり参加者は3
人であった。市民のニーズに対応できなく
なってきていると考え、H28年度はセミナー
を中止し、啓発物（冊子）を増やして配布し
たところ好評であった。

目標達成

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,001

多くの認定審査会委員の協力によ
り、事務は円滑に行えているが、申
請・認定件数の増加に対する遅延
を埋めるまでの成果には至ってい
ない。

短時間での更新事務作業となり、
膨大だった職員の事務負担が軽減
し、時間外勤務の削減に一定の効
果があった。

今後も認定調査数は増加するもの
と予測され、委託先事業所の拡大
について検討が必要である。

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み



評価
理由

現状の課題投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典

項目名

■ □ □

実績

評価者

介護保険課長　井上　典平成12年度～

優先

介護相談員派遣事
業

期間

平成15年度～

実施計画ランク

優先

介護保険低所得者
助成事業

期間

実施計画ランク

重要

紙おむつ給付事業

期間

H１２～

実施計画ランク

実施計画ランク

重要

介護保険料賦課徴
収事業

期間

平成12年度～

介護
保険
課

介護
保険
課

介護
保険
課

介護
保険
課

0.00 人 H29年度目標

7,718 千円 臨時職員 0.80 人 90%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

対象者が高齢者あるいはその家族であ
り、紙ベースの申請を６ヶ月単位で提出さ
せる事が負担になっている方もおり、申請
方法を検討中

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100% 94%

0.90 人
非常勤
特別職

住民税非課税世帯の低所得者の自己負担を軽減し、
介護サービス利用を促進する。

0.90 人
非常勤
特別職

0.00 人 100% 93%

7,794千円 臨時職員 1.00 人 ①15,442件

②16,492件

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市介護保険低所得者助成金要綱 47,870千円 44,477千円

B

H28年度に改善した点

無 無

46,967千円 ①支給件数

②申請件数
助成金支給率
支給件数÷申請件数

申請書類の適正な事務を処理し、申請した全て
の方に支給する事を目標としている。 これまでのHPに加え、広報にも掲載する

など広く周知徹底した。

申請期間を過ぎた領収書の提出や、支給対象
外の利用者から申請が混在したため。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 57,063千円

0.00 人 H29年度目標

3,001 千円 臨時職員 0.05 人 50%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
施設数は増加しているが、相談員希望者
は少なく、現状の１相談員１施設への派遣
が難しくなっている。派遣先をローテーショ
ンしながら空白期間を短くするようにしてい
る。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

50% 56.50%

0.35 人
非常勤
特別職

介護相談員が定期的に市内の特別養護老人ホーム
(14カ所）を訪問し、入所者と会話や相談を行う一方、
施設との橋渡しをすることにより、入所者の要望や疑
問、不安や心配事に対応して、施設に働きかけるなど
現場での解決と改善に努める。
①月に2回程度施設を訪問し、入所者や施設職員と
接する。②入所者の要望・疑問等を施設側に提起し、
解決・改善を図る。③介護相談員と事務局(市)で定例
会を開催し、活動報告を行う。

0.40 人
非常勤
特別職

0.00 人 50% 48%

3,464千円 臨時職員 0.00 人 ①187回

②23回

③13回

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市介護相談員派遣事業実施要綱
介護保険法

2,081千円 1,069千円

A

H28年度に改善した点

無 無

926千円 ①相談員の訪問回数

②相談・要望件数

③解決・改善件数

解決・改善率

介護相談員が施設を訪問し、相談・要望等を解
決することが目的となっているため、相談・要望
を受けた件数に対して、解決・改善が行われた
割合を指標とした。

相談員の派遣先変更を行った。また、新規
で相談員5名を委嘱し、新規施設2施設を
含む形で派遣を開始した。

目標達成済

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,596千円

H29年度目標

9,433 千円 臨時職員 0.00 人 38,510件以下

H28年度目標 H28実績

地域支援事業としての紙おむつ給付が今
後不可能となる見込みであることから、予
算区分の変更及び制度改正に向けた検討
を進める。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

39,239件以下 36,676件

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

①在宅の介護認定者から購入額5,600円を限度に給
付申請書を受付。
②介護認定の状況を確認、指定事業者に連絡し、紙
おむつを宅配依頼。
③利用者は、1割（又は2割）の自己負担額を月ごとに
指定事業者に支払い、配達完了確認後、市から事業
者に残額を支払う。

1.10 人
非常勤
特別職

0.00 人 37,832件以下 37,370件

9,526千円 臨時職員 1.00 人 ① 36,676件

② 12,016人
(認定者数－施設介護サービス
受給者数)

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

所沢市介護保険条例・介護保険法 162,629千円 136,562千円

A

H28年度に改善した点

無 無

137,639千円
①紙おむつ延利用件数

②対象者数 紙おむつ延利用件数

持続可能な制度運営及び可能な限り自立を促
す必要性から、著しい利用件数の増加は抑制
すべきである。そのため、紙おむつ延べ利用件
数を指標とする。当該年度の延利用件数は、前
年度比の支給対象者増加率と同水準に留める
ことを目標とする。（小数点以下繰り上げ）

在宅で紙おむつを使用している方への
サービスであるという制度の趣旨を事業者
及び利用者へ徹底して周知した。また、同
等品と思われる者の洗い出しを行ったうえ
で、競争見積もりを実施したことにより、購
入単価の低減を実現できた。

目標達成済

事業の種別 H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 149,795千円

H29年度目標

35,158 千円 臨時職員 2.00 人 99%

H28年度目標 H28実績

被保険者への周知、理解をいただくことが
重要である。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

99% 98.56%

4.10 人
非常勤
特別職

0.00 人

平成12年4月1日、介護保険法が施行され、新たな社
会保険制度として各市町村が保険者となり、介護保
険制度が実施された。介護保険運営のための財源と
して、所沢市の65歳以上の被保険者の介護保険料を
賦課徴収する。

4.05 人
非常勤
特別職

0.00 人 99% 98.55%

35,073千円 臨時職員 2.00 人 ①18.48％

②22,728件

③172人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

介護保険法、所沢市介護保険条例 26,057千円 22,706千円

B

H28年度に改善した点

無 無

23,934千円 ①口座振替の推奨（加入率）

②督促・催告（件数）

③分納相談（人数）

保険料収納率（現年度）
介護保険の財源確保のため、65歳以上の方の
保険料の収納率向上を目標とした。

口座振替データの銀行との交換方法につ
いてFDの受け渡しからデータ伝送に変更
した。

目標値は比較的高く設定しているが、現状、再
三の督促、催告にもかかわらず未納が生じてお
り、未達成となっている。

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 27,561千円

施設利用者の相談・要望を受けた
案件に対し、施設側の対応が行わ
れ、介護相談員活動の一定の成果
があったと考えている。今後も、利
用者と施設の橋渡し役として活動を
継続していきたい。

認定者数の伸びに比べ、支給件
数・支給額が伸びておらず、抜本的
な対策が必要である。

保険料未納者に対して督促、催告
（文書、電話、訪問）等の滞納整理
事務を行っているが、目標の収納
率は未達成となった。しかしなが
ら、前年度の収納率に比べ、微増と
なった。 事業達成に向けての現在の課題及び

今後の課題解決に向けた取り組み

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

支給対象者の増加に比べ、延利用
件数の増加を抑制することができ
ており、今後とも持続可能な制度運
営が望める。



評価
理由

現状の課題投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

■ □ □

実績

評価者

健康づくり支援課長　野上　進

項目名

□ ■ □

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

項目名

□ □ ■

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

高齢化が進む中、高齢者の閉じこ
もり予防及び歯科保健・栄養指導
の必要性はますます高まると考え
られる。高齢者支援課や地域包括
支援センターと保健センターの専門
職が連携をすすめると共に、人が
集まる場所に出向くなど集客の効
率化を図る必要がある。

0.00 人 H29年度目標

Ｓ25年度～ 5,917 千円 臨時職員 0.00 人 100

　歩行にたえない旅行中の病人の救護や、旅行中の
死亡し引取者のない者、または住所、居所若しくは氏
名が知れずかつ引取者のない死亡人及び引取り者
のない死胎の埋火葬、また、ホームレス等の医療及
び求職活動費の援護をする。

0.63 人
非常勤
特別職

0.05 人 100
事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

5,456千円 臨時職員 0.00 人 ①１２件

②０件

③３７件

H28年度目標 H28実績
　行旅病人・行旅死亡人取扱については、
法定受託事務であり、今後も引き続き援護
の必要がある。また、ホームレスの医療及
び求職活動費についても引き続き援護の
必要がある。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100

100 100

0.69 人
非常勤
特別職

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

行旅病人及び行旅死亡人取扱法、行旅病人及び行
旅死亡人取扱施行規則

1,513 1,271

無

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 1,824 575
①行旅死亡人

②ホームレス等の医療費

③ホームレス等の求職活動費

指標名 目標設定の考え方・根拠

Ａ

　歩行にたえない旅行中の病人の
救護や、旅行中に死亡し引取者の
ない者、または住所、居所若しくは
氏名が知れずかつ引取者のない死
亡人及び引取者のない死胎の埋火
葬、また、ホームレス等の求職活動
費について援護している。

H28年度に改善した点

無

措置率
措置件数÷（①+②+③）

　行旅病人・行旅死亡人については、法定受託
事務であるため、措置を適切に行うことが目標
である。 　特になし

目標達成済み

　相談件数は前年度に比べ大幅に
増加した。相談件数が増加したこと
は、事業の周知がすすんだためと
考えられる。
　今後は、様々な相談に応じたきめ
細やかな支援を継続して行っていく
ことが重要である。

　目標値は下回ったものの、実績に
ついては前年度を大幅に上回っ
た。
　今後も生活保護受給世帯の自立
に向けた支援を継続していくことが
重要である。

生活
福祉
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額

期間

H19年度～

行旅病人及び行旅
死亡人取扱事務

期間

重要

介護予防事業

期間

H18年度～

実施計画ランク

生活困窮者自立促
進支援事業

期間

H27年度～

実施計画ランク

重要

生活保護受給者に
対する就労支援事
業

実施計画ランク

重要（内家計相談
支援事業は最優

生活
福祉
課

健康
づくり
支援
課

生活
福祉
課

40,560 千円 臨時職員 0.00 人 50

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標

Ｂ

H28年度に改善した点

2.00 人 H29年度目標

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

50 39

4.73 人
非常勤
特別職

　生活保護法が目的とする自立助長を促進するた
め、生活保護受給者に対する就労支援策として専門
的知識及び資格を有する者に就労業務を行わせるも
ので、就労阻害要因がないにもかかわらず就労に結
びつかない方、また、稼動年齢者で精神上等の理由
により社会的に自立できない方等を対象に支援する。

4.67 人
非常勤
特別職

2.00 人 50 12

40,442千円 臨時職員 0.00 人 ①１５４人

②４８人

③１２人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

生活保護法 4,835 4,751

無 無

4,645 ①就労支援利用者数

②就労を開始した者

③就労収入が増えた者

就労支援収入成果
（就労開始者Ｂ＋就労収入増加者Ｃ）÷就
労支援利用者数Ａ

　生活保護世帯の自立の助長を目的としている
ことから、目標値は、就労支援相談件数のうち
就労収入が増加した件数の割合とする。

　就労支援員は、利用者がハローワーク
や求職先に出向く際の同行や、関係機関
（求職先など）に訪問や電話連絡を行うな
ど、市役所外においても支援を行う活動を
継続している。

　就労や求職活動の経験が不足している利用
者が少なくなく、求職活動を行ってもすぐには就
職に至らない場合があるため。

H28実績 　経済不況に伴う生活保護世帯の急激な
増加はなくなってきたものの、低賃金労働
等により生活保護となる世帯は増加傾向
にある。このため、自立のための支援策と
しての必要性は高く、今後も、他機関との
連携を図りながら、さらに充実した支援を
行っていく。

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 4,778

2.00 人 H29年度目標

4,974 千円 臨時職員 0.00 人 100

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績
　生活困窮者を支援していくことにより、生
活の安定と自立の助長に寄与していく。生
活保護世帯の中学生の保護者に対し、学
習支援事業についてチラシ等を作成し、周
知を行い、参加を促していく。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 165

0.58 人
非常勤
特別職

　生活保護に至る前の自立支援策の強化を図るた
め、生活困窮者に対し次の支援を行う。
○「自立相談支援事業」生活困窮にかかる複合的な
問題に関する相談支援、事業利用のためのプラン作
成等を行う。
○「住居確保給付金」離職により住宅を失った生活困
窮者に対し、有期で家賃相当の給付金を支給する。
○「学習支援事業」生活保護受給世帯の中学生を対
象に学習支援を行う。

0.40 人
非常勤
特別職

3.00 人 ー
平成２７年度新規事
業

3,464千円 臨時職員 0.00 人 ①２，６６０件

②８７件

③３８４人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

生活困窮者自立支援法 35,817 33,458

Ａ

H28年度に改善した点

無 無

21,464 ①自立相談支援事業延べ相談
件数

②家計相談支援事業参加者数

③学習支援事業延べ参加者数

相談件数、学習支援事業参加者数増加
率
今年度（自立相談支援事業延べ相談件数
＋学習支援事業延べ参加者数）÷昨年度
（自立相談支援事業延べ相談件数＋学習
支援事業延べ参加者数）

　生活困窮者からの相談を幅広く受け付けるこ
とにより、生活保護に至る前に様々な相談支援
を行い生活困窮者の自立促進を支援することが
目的となっている。目標値は、事業を開始したば
かりなので相談件数、学習支援事業参加者数
の増加とする。

　家計収支の均衡が取れていないなど、
家計に問題を抱える生活困窮者からの相
談に応じ、必要な情報提供や専門的な助
言等を行う家計相談支援事業を開始した。

目標達成済み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 25,274

H29年度目標

16,121 千円 臨時職員 2.00 人 100%

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

H28年度目標 H28実績

参加者およびボランティアの高齢化に伴
う、新規参加者・新規ボランティアの獲得
が必要と考えられる。
事業周知の工夫が必要と考えられる。

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

110% 89%

1.88 人
非常勤
特別職

高齢者が健康で生き生きと、住み慣れた地域で自立
した生活を継続できるよう、主に65歳以上の高齢者を
対象として、脳血管疾患等の後遺症による閉じこもり
予防（機能訓練事業）、栄養状態の改善・健康の維持
向上のための栄養教室、健全な口腔機能と良好な口
腔衛生状態を保つための歯科健康講座事業等を展
開する。

2.04 人
非常勤
特別職

110% 88%

17,666千円 臨時職員 2.00 人 ①765人

②1,196人

③313人

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

介護保険法 9,036 7,992

B

H28年度に改善した点

無 無

7,757 ①機能訓練（地域リハビリ交流
会/　失語症のつどい）
　延べ参加者数（本人）
②高齢者栄養健康教室
　延べ参加者数（本人）
③高齢者歯科健康講座
　延べ参加者数（本人）

事業への参加者数前年比
当該年度延べ参加者数÷前年度延べ参加者数
×100

地域リハビリ交流会では、地域との交流・
世代間交流や地区の健康課題を意識した
プログラムも取り入れ、事業運営を行っ
た。また、事業の周知のため、ホームペー
ジの充実を図った。

機能訓練（地域リハビリ交流会/　失語症のつど
い）は、地域住民と共に作り、交流し、主体性を
重視する内容となっているが、自己通所のため
希望があっても参加困難な場合もある。栄養・
歯科については、依頼教育の件数が見込みに
比べて少なかったため、未達成となった。対応と
しては、周知を増やす等、依頼の件数増加に努
める必要がある。

事業の種別

特
別

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 9,036



評価
理由

現状の課題投入コスト（千円）
会
計

環境
影響

有益な
もの

有害な
もの

活動実績(H28)

成果

成果指標

評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

総合
評価

事務事業名称 事業概要（全体）
所属
名称

経費

項目名

□ ■ □

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

項目名

■ □ □

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

項目名

□ ■ □

実績

評価者

生活福祉課長　荻野　亨

中国残留邦人等の帰国の促進

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　今後も引き続き貸付金の回収に努めると
ともに、福祉資金を貸し付けることにより、
困窮者を救済し、生活の安定と自立の助
長に寄与していく。

無 無

H20年度～ 8,146 千円 臨時職員 0.00 人

6,495千円 臨時職員 0.00 人

期間 0.95 人
非常勤
特別職

H27年度目標 H27実績

①４５８人

②４人

H28年度目標

100

H29年度目標

100

目標達成済

H28実績

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 100

2.00 人

1,531

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

H28目標値が未達成の理由・分析

　中国残留邦人等の自立を支援するため、地域にお
ける支援ネットワークの構築等を行うことにより、中国
残留邦人等が地域において生き生きと暮らすことがで
きるよう支援する。日本語交流事業を民間団体「所沢
中国帰国者交流会」に委託し、料理教室等を通じ日
本語会話力の向上や日本文化の習得に努める。日本
語交流事業への参加者に参加交通費の支給を行う。

0.75 人
非常勤
特別職

1.00 人 100

法定受託事務 法定受託＋附加 1,469 1,456 ①日本語交流事業参加延べ利
用者数
②日本語交流事業参加交通費
支給者数（述べ人数）

日本語交流事業参加率
参加人数÷日本語交流事業参加延べ利
用者数

H28予算現額 H28決算額（見込み）

並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶
者の自立の支援に関する法律

1,614

Ａ

　中国からの帰国者は、その多くが
高齢であり、日本語が不自由なこと
で地域の中でも孤立しやすい。ま
た、生活習慣の違いなどから、日常
生活にも不自由をきたしていること
が多い。
　このため、中国帰国者が地域に
おいて生き生きと生活することがで
きるよう、身近な場所で地域の人々
と交流しながら日本語の会話力を
身につけ、日本文化などを習得で
きるよう支援した。

H28年度に改善した点

無 無

　中国残留邦人等が地域において生き生きと暮
らすことができるよう支援することが目的のた
め、日本語交流事業参加率を指標とする。 　特になし

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

　中国帰国者が地域において生き生きと
生活することができるよう、身近な場所で
地域の人々と交流しながら日本語の会話
力を身につけ、日本文化などを習得できる
よう引き続き支援していく。

目標設定の考え方・根拠実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

中国残留邦人等地
域生活支援事業

根拠法令

自治事務

期間 3.82 人
非常勤
特別職

0.00 人 H29年度目標

Ｓ55年度～ 32,757 千円 臨時職員 0.00 人

29,444千円 臨時職員 0.10 人 ①３０件

②２，８６０，０００円

③２５件

H28年度目標 H28実績

H28正規職員
人件費

　一時的に生活困窮に至った低所得者または傷病者
による医療費の支払いが困難な状態にある者に対
し、当該資金を貸し付けることにより、生活の安定と自
立の助長を図る。
　基金の額　７３００万円
償還能力があり、市内在住の連帯保証人が１名必
要、貸付限度額１０万円、重複貸し付けできない、償
還２０回以内

3.40 人
非常勤
特別職

0.05 人 100 92

H28その他職員
従事割合

100

100 83

所沢市福祉資金貸付基金条例・所沢市福祉資金貸
付条例施行規則

0 0

事業の目的及び具体的な内容
H27正規職員
人件費

H27その他職員
従事割合

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 0 0

目標設定の考え方・根拠

Ｂ

　福祉資金を貸し付けたが一時的
な困窮から生活安定に至らない場
合があった。
　平成２８年度返還金額３，５５５，０
００円。基金の現金保有額１９，２６
０，８７３円。

H28年度に改善した点

①貸付数

②貸付額

③借受人の内、生活保護を受給
しない件数（自立した件数）

借受人の内、自立した率
借受人の内、生活保護受給しない件数÷
貸付件数

　一時的な困窮から生活安定を図るための貸付
金であることから、借受人の内、自立した率とす
る。

　生活福祉資金滞納者について、戸籍照
会等による転出先不明の所在確認の追跡
調査を継続して行っている。

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

　一時的な困窮者に福祉資金を貸し付けたが、
貸付により生活安定に至らない場合がある。

実施計画ランク 事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名

福祉資金貸付事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

期間 50.42 人
非常勤
特別職

4.00 人 H29年度目標

S25年度～ 432,352 千円 臨時職員 4.00 人

　生活保護受給者は、現在も緩やかなが
らも依然として増加傾向である。今後も引
き続き就労支援事業を中心とした支援を
行い、ジェネリック医薬品の活用などを積
極的に働きかけ医療扶助費の支出を抑制
し、法令を順守した適正な処遇及び迅速な
事務処理を実施していく。

Ｂ

　相談・申請受理後、ケースワー
カーが必要な調査を行い、決定後
は困窮程度に応じた扶助を行って
いる。
　生活保護世帯の自立助長に向け
てケースワーカーが訪問等を行
い、助言・指導を行っている。
　就労に伴い自立した生活保護受
給者に対して、生活保護廃止直後
の税や社会保険料の負担軽減を
図るため、要件を満たす者に就労
自立給付金を支給している。
　不正受給の防止、就労支援の強
化を徹底し、生活保護世帯数の抑
制を図るとともに、生活保護受給開
始時に生活保護受給者の権利義
務の丁寧な説明を行っている。

H28年度に改善した点

H28正規職員
人件費

H28その他職員
従事割合

100 83

100

　法定期限内の処理が困難な場合が散見され
る。申請世帯の世帯状況は様々で、世帯認定や
扶養状況の確認、各金融機関への資産状況の
照会等に日数を多く要する場合がある。

424,600千円 臨時職員 4.90 人
①５２９件

②４３９件

③４６１件

H28年度目標 H28実績

H27その他職員
従事割合

H27年度目標 H27実績 H28目標値が未達成の理由・分析

　生活に困窮する者に対し、その困窮の程度に応じ必
要な保護を行い、その最低限度の生活を保障すると
ともに、その自立を助長する。
　自立助長に向けてケースワーカーが訪問等を行い、
助言・指導を行う。
　就労により自立した生活保護受給者に、社会保険
料の負担軽減を図るため、要件を満たす者に就労自
立給付金を支給する。

49.03 人
非常勤
特別職

1.85 人 100 74

　法定受託事務であることから、相談・申請受理
後、ケースワーカーが必要な調査を行い、法定
期限内の決定処理となるよう努めている。

　被保護世帯に対する家庭訪問等での生
活状況把握とともに、年金・手当等の関係
課への定期的な受給調査を行い、収入状
況を的確に把握し適正な扶助費の支給に
努めた。

生活保護扶助事業

根拠法令 H28予算現額 H28決算額（見込み）

生活保護法・生活保護法施行令・生活保護法施行規
則

8,823,101 8,667,510

事業の目的及び具体的な内容
無 無

事業達成に向けての現在の課題及び
今後の課題解決に向けた取り組み

事業の種別

一
般

H27予算現額 H27決算額 指標名 目標設定の考え方・根拠

自治事務 法定受託事務 法定受託＋附加 8,699,898 8,512,340
①申請件数

②法定期限内処理件数

③開始世帯数

法定期限内処理率
法定期限内（１４日以内）に処理した件数
Ｂ÷年間申請世帯数Ａ

H27正規職員
人件費

実施計画ランク

生活
福祉
課

生活
福祉
課

生活
福祉
課


